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戦後から⾼度成⻑にかけ、⼤阪市域から⼤阪全体へと広がった産業・⼈⼝の集積

【⾼度成⻑期以前】
大阪の産業や人口は、
「大阪市域」に集積

※ 事業所集中エリアの状況
（大阪圏イメージ）

出典：関⻄経済同友会地域主権推進
委員会（Ｈ25.12）資料

（御堂筋）

（地下鉄）

【低成⻑期】
低成⻑のなかでは、大阪全
体の経営資源を有効に活用
する必要性が高まっている

【右肩あがりの成⻑期】
市域外へ集積の拡大
市域の内外で府と市が
別々に都市経営
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⼤都市制度改⾰に取組む時代背景



1947（昭和22）年 大阪市を含む５都市を特別市に指定する法案上程に５府県知事が異議→指定されず
1952・1955
（昭和27・30）年 「⼤阪産業都」「⼤阪商工都」の提唱

1956（昭和31）年 「政令指定都市制度」創設
1969・1970
（昭和44・45）年

「地⽅制度調査会（第13・14次）」での議論
⇒府市は地域的な機能分૿を図りつつ、それぞれ大都市問題の処理に努⼒の状況

…

2003・2004
（平成15・16）年 大阪府地⽅自治研究会「⼤阪新都構想」を提言

2003・2006
（平成15・18）年 大阪市大都市制度研究会「スーパー指定都市構想」を提言

2012（平成24）年 「大都市地域における特別区の設置に関する法律」成⽴
2015（平成27）年 「特別区設置住⺠投票」実施→否決

「大阪戦略調整会議」の設置
（第1回（2015年7月）、（第2回流会）、第3回（同年9月）開催）

2020（令和2）年 「特別区設置住⺠投票」実施
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⼤阪府は“市域外”
の成⻑・発展

⼤阪市は“市域”
の成⻑・発展

かつての⼤阪（2010年以前）
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「府市あわせ」（不幸せ）と⾔われた
⼤阪府と⼤阪市の連携不⾜



府市の主な開発（1980年代、1990年代）

ワールドトレードセンタービル
（ＷＴＣ）

りんくうゲートタワービル

⼤阪市

⼤阪府

ＡＴＣビル
ＷＴＣビル
オーク200
クリスタ⻑堀

⠇

（事業費）
1,500億円
1,193億円
1,027億円

440億円
⠇

りんくうタウン整備
りんくうゲートタワービル
阪南スカイタウン
泉佐野コスモポリス

⠇

（事業費）
5,672億円

659億円
1,325億円
1,014億円

⠇ 4



2010年以前の類似する主な施設・サービス

⼤阪市 ⼤阪府

⼤阪市信用保証協会
⼤阪市⽴工業研究所

⼤阪府中小企業信用保証協会
⼤阪府⽴産業技術総合研究所

⼤阪市⽴病院
⼤阪市⽴環境科学研究所

⼤阪府⽴病院
⼤阪府⽴公衆衛⽣研究所

⼤阪市⽴⼤学 ⼤阪府⽴⼤学

⼤阪港 ⼤阪府営港湾

産業振興

保健・福祉

教 育

公共インフラ
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進む⼆重⾏政の解消（2012〜2020年度）
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機能再編（機関統合）による機能強化

機能再編（経営形態の⾒直し）によるサービス向上

２０１４．５ ⼤阪信用保証協会
２０１７．４ ⼤阪産業技術研究所
２０１７．４ ⼤阪健康安全基盤研究所
２０１９．４ 公⽴⼤学法⼈⼤阪 〔２０２２年 ⼤学統合(予定)〕

２０１５． ４ ⼤阪城公園パークマネジメント事業
２０１５．１０ 天王寺公園エントランスエリア（てんしば）
２０１８． ４ Osaka Metroの設⽴（⼤阪市営地下鉄）



機能再編(機関統合)による機能強化

融合研究による次世代電池開発

知と技術の拠点「スーパー公設試」

● 和泉センター(旧 府⽴)と森之宮センター(旧 市⽴)の技術の融合による
革新的な次世代リチウムイオン電池の研究開発

●国家プロジェクト(ＮＥＤＯ)に⺠間企業等とともに公設試験研究機関として
唯一参画

●EMC（電磁両⽴性）技術開発⽀援センターの開設
＊EMC試験 ・・・ 電磁妨害および電磁感受性を確認する試験
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【⼤阪産業技術研究所】（201７年４⽉統合）

・軽量化等により「空⾶ぶクルマ」の実用化に貢献
（経産省ロードマップ 2023年実用化）



財政効果の発現 1,994億円（2012年度から2020年度までの累計）

新たな投資（教育・子育て環境の充実）
塾代助成

学校給食

待機児童
対策

こども
医療費助成

市内在住の中学生に月額上限１万円を助成

市⽴全中学校を学校調理⽅式へ移⾏（2019年度〜）

小中学校の学校給食を無償化（2020年度〜）

庁舎、市営住宅等での保育施設の整備など
（2017年度〜）

18歳までの⼊院・通院の医療費助成（2017年度〜） 8

財政効果と新たな投資
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出典︓全国「景気৿向指数」(内閣府) 都道府県「主要経済指標」 ※ラベルの数値は各年１月時点
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⼤阪経済の৿き① ⼤阪の景気৿向指数（CI一致指数）



⼤阪経済の৿き② ⼤阪の有効求⼈倍率
2000〜2010 2010〜2019

(倍）

出典︓職業安定業務統計（年平均）
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大阪府 1.26ポイント増

愛知県 1.29ポイント増
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⼤阪経済の৿き③ ⼤阪の来阪外国⼈数
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出典︓JNTO「訪日外客数」、
観光庁「訪日外国人消費৿向調査」等※2003年〜2007年までは年度単位。その他は暦年の数字

新型コロナの影響で、
2020年4⽉以降は
ほぼ蒸発（対前年
同⽉比▲99.9%）
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(億円)

出典︓大阪府財政ノート、総務省資料

⇒ 他都市を上回る税収を継続

法⼈２税〔府税・決算額〕（2010-2018）

12



出典︓大阪市統計書

(億円) ⇒ 2010年度から増加傾向

法⼈市⺠税〔市税・決算額〕（2010-2018）
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⼤阪の成⻑と豊かな住⺠⽣活の好循環

⼤阪の成⻑、
安全・安心

安全・安心で
豊かな住⺠⽣活

成⻑の果実を住⺠に還元

成⻑を⽀える

⼤阪の成⻑と住⺠⽣活の向上を互いに⾼めるサイクルを構築
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 住⺠に選ばれた特別区⻑、区議会

 地域のニーズに応じた住⺠サービス

 府市の積年の課題である⼆重⾏政を
制度的に解消

 大阪トータルにたって都市経営

特別区制度のめざすところ

広域機能の一元化
＊司令塔機能を⼤阪府に一本化

⼤阪市を４つの特別区に再編
＊特別区は住⺠に⾝近なサービスに専念
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⼤阪府 ⼤阪市

⼤阪のさらなる成⻑を実現 住⺠に⾝近なサービスを充実

広域（成⻑戦略・インフラ整備など） 基礎（保健医療・福祉・教育など）広域



「⼈⼝270万⼈の⼤阪市」を「住⺠に⾝近な４特別区へ」

《⾝近なことは、⾝近で決める》
住⺠に選ばれた区⻑・区議会が、
住⺠ニーズに応じたきめ細かな施策

特 別 区

市⻑ 議員

・・・・・・・・・・・・・・・・・
(市⻑が任命した⾏政区⻑)
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京都府⺠ 約２６０万⼈

市⺠270万⼈

⼤ 阪 市

淀川区 北区 中央区 天王寺区

区
⻑

議
員

区
⻑

議
員

区
⻑

議
員

区
⻑

議
員

区⺠
60万⼈

区⺠
75万⼈

区⺠
71万⼈

区⺠
64万⼈

270万⼈に１⼈の市⻑
市内で一律のサービスを提供

⇒ きめ細かな対応に限界



今回の協定書でバージョンアップした主なポイント

都市の拠点
・ 区 割 り

住⺠サービス

区 役 所

設置コスト

４つの特別区

淀川区 北区 中央区 天王寺区
新⼤阪 梅田 なんば 天王寺・あべの

●⼤阪市の特⾊ある住⺠サービスは「維持」を明記
●10年間は毎年度20億円を特別区に追加配分

●24区単位で地域自治区を設置
●窓⼝サービスなどを維持（名称は現在の「区役所」のまま）

イニシャルコスト 約240億円
2015年のコスト

約600億円

2015 の区割り2015年の区割り
５つの特別区

など
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こどもの状況に応じた迅速・きめ細かな対応（児童相談所）

淀川区

北区

中央区 天王寺区

児童相談所

児童相談所

児童相談所

児童相談所
子育て

貧困

ＤＶ

教育
･･･

こども施策、家庭⽀援施策

家庭

医療機関

ＮＰＯ

学校保健所

警察

福祉施設

きめ細かく状況把握

地域

関係機関など
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児童相談所

特別区⻑



地域の状況に応じたきめ細かな感染症対策（保健所）

現在（⼤阪市） 特別区設置後

淀川区
北区

中央区
天王寺区

⼤阪市

保健所

区役所・保健センター
７カ所

保健所

区役所・保健センター
５カ所

保健所

区役所・保健センター
５カ所

保健所

区役所・保健センター
７カ所

保健所

区役所・保健センター
24カ所 19



それぞれの学校に応じたきめ細かな教育（小・中学校）

現在（⼤阪市） 特別区設置後

淀川区
北区

中央区 天王寺区

教育委員会

約110校

教育委員会

約110校

教育委員会

約90校
教育委員会

約110校

⼤阪市

教育委員会

約420校
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災害への対応
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現在（⼤阪市）

特別区設置後

1,240⼈ 1,770⼈ 2,050⼈ 1,520⼈

⼤阪市⻑

970⼈ 1,160⼈ 1,540⼈ 1,140⼈

淀川区⻑ 北区⻑ 中央区⻑ 天王寺区⻑約60万⼈
に対応

約75万⼈
に対応

約71万⼈
に対応

約64万⼈
に対応

約270万⼈に対応
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災害時、一人の市⻑の下で市全域に対応
各特別区で災害対策本部を設置、実情を踏まえた災害対策

（職員数のイメージ図）
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東京都区での取り組み事例

初の区施⾏による鉄道の連続⽴体交差事業を実施

平成３１年４月に２年連続で「保育待機児童ゼロ」を実現

（地域課題への対応）

品 川 区 成年後⾒センターでの重層的かつ柔軟な組み合わせによる⽀援

杉 並 区

千代田区 平成14年に「歩きタバコに罰⾦を課す」条例を全国初で施⾏

⾜ ⽴ 区

渋 谷 区 国の特区指定などにより渋谷駅周辺まちづくり事業を実施



住⺠サービスを維持するための財源

サービス維持の基本

財源の追加配分

財 政 収 ⽀

●大阪市のサービスは適正に特別区と大阪府へ引き継ぎ
●事務の分૿に応じて財源を配分

●10年間は毎年度20億円を特別区に追加配分

●財政シミュレーションでも
収⽀不⾜は発生しない

・設置コストや職員採用の
増加なども⾒込む

・いまのサービスを維持
・敬⽼パス、塾代助成などの
特⾊あるサービスも維持
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(億円) 特別区全体の収⽀⾒通し

※大阪市｢今後の財政収⽀概算(粗い試算)｣(2020(令和2)年3月版)の数値などを基に作成
’29 の収⽀の落ち込みは、大阪市が借り⼊れた市債の返済が増えることが主な原因
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住⺠サービス

国
⺠
健
康
保
険

介
護
保
険

諸 手 続 き 区役所
（保健福祉センター）

区役所
（保健福祉センター）

保 険 料 ⼤阪市域内は同じ ４つの特別区域内は同じ

移⾏前 移⾏後
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利 用 窓 ⼝ 区役所（保健福祉ｾﾝﾀｰ） 区役所（保健福祉ｾﾝﾀｰ）

通 所 区 域
（入所基準）

⼤阪市域内
（⼤阪市の基準）

特別区域内
（特別区ごとの基準）

入 園 願 それぞれの幼稚園 それぞれの幼稚園

通 園 区 域 ⼤阪市域内 特別区域内

保
育
所

幼
稚
園



都市の拠点を核とした特別区の発展

淀川区

天王寺区

北 区

●難波駅周辺地域

中央区

●新⼤阪駅周辺地域
●夢洲

●天王寺・阿倍野橋駅
周辺地域

●⼤阪・梅田駅周辺地域
●⼤阪城東部地区
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